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Ⅰ．はじめに

四面を海で囲まれ、国土面積が狭く、資源の乏しい我が国においては、主

要資源の大半を海外から輸入し、また、多くの基幹産業が臨海部に立地して

おり、海上輸送活動が極めて活発である。加えて、我が国は世界有数の水産

国であり、周辺海域においては漁業活動が盛んに行われている。さらに近年、

国民の余暇活動意識の向上によるマリンレジャーの急速な普及、海上におけ

る大規模プロジェクトの進展等により我が国周辺海域の利用形態はますま

す複雑化してきている。

一方、近年における経済・社会活動のグローバル化の進展、アジア諸国の

経済発展の流れの中にあって、我が国の国際経済社会の中における地位の確

保のため、物流分野における経済社会システムを一層競争力のあるものにす

ることが求められており、我が国の貿易の大半を占める船舶交通において、

その利便性、効率性の更なる向上が求められている。

これまで海上保安庁においては、船舶交通安全政策として、交通ルールの

策定、航行の規制等の安全制度を確立するとともに、航路標識等の航行援助

システムの整備、運用を行い、船舶交通の安全の確保と船舶の運航能率の向

上を図ってきたところであるが、今日の船舶交通の置かれた状況を踏まえ、

また、厳しい財政制約や行政過程への国民の強い関心等に応えながら、日本

経済の活性化と、より豊かな国民生活の実現に向けて、船舶交通安全政策が

果たすべき役割と方向性及びそのための手法について、新たな見極めを行い、

次世代に向けたビジョンの策定を行う必要がある。

Ⅱ．船舶交通の特性と役割

今後の政策のあり方を考えるにあたり、先ず船舶交通の特性と役割を明ら

かにした上で、船舶交通安全政策が、どのように船舶交通の特性を発揮させ、

利用者の利便性を向上させて行くかという観点で検証する必要がある。

１．我が国の経済、生活を支える船舶交通

資源小国であり島国である我が国では、エネルギー関連資源のほぼ１

資料番号
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００％、食物資源、繊維原料の大半を海外からの輸入に頼っており、輸

出と合わせた貿易額では世界第３位の貿易大国である。

こうした中、海上貿易が占める割合は、金額ベースで６８．６％、重

量ベースでは９９．７％となっており、船舶交通が我が国の貿易を担う

基幹的輸送手段となっている。

また、国内では、海上輸送が貨物輸送の４１．７％を占め、物流を支

えるとともに、旅客分野においても、旅客船の年間輸送人員約１億５千

万人のうち、半数が離島航路における輸送人員で占められており、船舶

交通が離島住民にとって欠く事のできない交通手段となっている。

これらのことから、船舶交通は、我が国の産業、国民生活を支える重

要なインフラと位置づけられる。

２．輸送効率が高く環境負荷の少ない船舶交通

近年、世界的な規模で省エネルギー、環境保護が大きな課題になって

いるところ、我が国の二酸化炭素排出量を見ると、運輸分野が約２割を

占め、そのうち９割は自動車が排出していることから、国内輸送でもエ

ネルギー効率のよい輸送手段への転換が問われている。

エネルギー効率という観点で内航海運を見ると、１トンを１ｋｍ運ぶ

のに必要なエネルギー消費量が、自家用トラックの約１８分の１、営業

用トラックの約５分の１という効率のよさを誇っている。

こうしたことから、国内の貨物輸送の分野では、近年、道路混雑や騒

音及び二酸化炭素の排出に伴う地球温暖化などの環境問題対策として、

トラックが運んでいる貨物の一部を内航海運や鉄道に振り替える“モー

ダルシフト”の推進が図られている。

Ⅲ．船舶交通安全行政の現状

海上保安庁では、これまで法規制等による安全制度、いわゆる交通ルール

の確立を図るとともに、航路標識等の航行援助施設の整備を行い、船舶交通

の安全確保と船舶の運航能率の向上を図ってきている。

P01 (Ⅱ-1)

P02 (Ⅱ-2)

P03 (Ⅱ-3)

P04 (Ⅱ-4)

P05 (Ⅱ-5)
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特に船舶のふくそうする海域においては、航行管制と航行援助を一元化し

た海上交通センターなどの海上交通情報機構を整備し、大規模海難の未然防

止に努めている。

１．安全制度の確立

船舶交通の安全を確保するための法律として、我が国では、「海上衝突

予防法」、「港則法」及び「海上交通安全法」（海上交通三法）が制定され

ている。

「海上衝突予防法」は国際海上衝突予防規則の規定に準拠して制定さ

れた世界共通の一般原則で、船舶の遵守すべき航法、表示すべき灯火及

び形象物、船舶の行うべき信号等が規定されている。

一方、「港則法」は、船舶交通のふくそうする港内、「海上交通安全法」

は、船舶がふくそうする海域における特別なルールを規定したもので、

両者は「海上衝突予防法」の特別法にあたる。

「港則法」においては、入出港船舶の多い港を適用港とし、港内にお

ける特別な交通ルールを定めるとともに、工事、作業、漁ろう等につい

て規制を行っている。さらに、喫水の深い船舶が出入りできる港又は外

国船舶が常時出入りする港を特定港として定めており、入出港、危険物

荷役等の規制を行うとともに、必要に応じて航路の設定、港内交通管制

等を実施し、港内における船舶交通の安全と整とんを図っている。

「海上交通安全法」においては、船舶交通のふくそうする東京湾、伊

勢湾及び瀬戸内海の３海域を対象とし、特に船舶交通が集中する海域に

１１の航路を設定し、航路航行義務、速力の制限等特別な交通ルールを

定めるとともに、巨大船、危険物積載船等の航路航行に際して、通報を

義務付けている。また、船舶交通の危険防止のため、工事や作業に対す

る規制等も規定している。

海上保安庁では、これら法律に基づく事務を行うとともに、安全指導

等を行い、船舶交通の安全の確保を図っている。

P06 (Ⅲ-1)

P07 (Ⅲ-1②)

P08 (Ⅲ-1③)

P09 (Ⅲ-1④)
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２．航路標識の整備

航路標識は、船舶が自船の位置と目的地との位置関係を確認し、安全

かつ能率的に航行するために不可欠なもので、灯光、形象、彩色により

その位置または航路や障害物の所在を示す光波標識（灯台、灯浮標等）、

電波により船舶の位置、標識の方向を示す電波標識（ディファレンシャ

ルＧＰＳ局、ロランＣ局、無線方位信号所等）、無線電話、電光表示板な

どにより船舶交通または潮流などに関する情報を提供する標識（船舶通

航信号所、潮流信号所）等がある。

これらの航路標識は公共性が高いことから、我が国政府の公共事業の

対象と位置づけられており、海上保安庁では、船舶交通のふくそうする

海域等はもとより、我が国周辺海域を航行する全ての船舶が利用可能と

なるよう、光波標識においては無灯火港等の解消、電波標識においては

サービスエリアの拡充を図るべく整備を行ってきているとともに、航路

標識の附属の設備による気象の観測、通報の業務を行っている。また、

航行管制と情報提供を一元化した海上交通情報機構（海上交通センター

等）も航行援助施設として船舶交通のふくそうする海域等に導入し、船

舶交通の安全の確保と運航能率の増進を図っている。

Ⅳ．船舶交通の現状・将来と課題

船舶交通は、これまで国民生活を支える生活基盤として、産業活動を支え

る重要な物流基盤として、さらには地域作りの核として、我が国の発展に貢

献してきた。

２１世紀を迎えた今日、我が国をめぐる経済社会構造は、大きな変化を遂

げつつある。企業も人も国境を越えて活動し、情報が瞬時に世界をめぐるボ

ーダーレスな社会が生まれている中にあって、船舶交通を取り巻く環境はど

のように変化しつつあるのか、また課題は何か見極める必要がある。

１．船舶交通をとりまく情勢

①社会・経済の変化

P10 (Ⅲ-2)

P11 (Ⅲ-2②)

P12 (Ⅲ-2③)

P13 (Ⅲ-3)
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アジア諸国との水平分業や我が国産業の空洞化が進行し、衣料品・

家電製品や生鮮食料品の輸入が増加するなど、我が国をとりまく貿易

構造が大きく変化し、物流形態が変わる要素が交錯している中で、ア

ジア域内において港湾間競争が激しさを増し、日本の港湾の相対的地

位が低下している状況にある。

港湾の国際競争力の低下は、取扱量の相対的減少による港湾コスト

の増加を招き、長距離基幹航路に就航するコンテナ船の寄港頻度の減

少を招くこととなる。これに伴う積替えコストや時間の増加は結果と

して全体の輸送コストを増加させ、我が国主要製造業の国際競争力の

低下をもたらし、ひいては経済全体の生産性の向上が妨げられる恐れ

がある。

②環境対策の強化

環境問題への国民意識の高まりや京都議定書の締結といった地球規

模での取組みの進展等を踏まえ、限りある資源を有効に活用しながら、

持続可能な経済成長を可能とするため、３Ｒ対策（Reduce：廃棄物の

発生抑制、Reuse：製品・部品の再使用、Recycle：原材料としての再

利用）が推進され、静脈物流拠点（リサイクルポート）の整備など、

海上物流を取込んだリサイクルシステムの構築が進められている。ま

た、地球温暖化、大気汚染問題が近年深刻化するとともに、海洋汚染

や水質汚濁、騒音等についても引き続き対応が求められており、船舶

交通分野においては、モーダルシフトなど環境にやさしい交通体系の

構築や、平成９年（１９９７年）に相次いで発生したナホトカ号やダ

イヤモンド・グレース号の積載油の大量流出海難事故など、環境への

ダメージが大きな海難事故等の防止が重要となっている。

③海事分野での国際的な動向

近年、電子・通信技術の発達に伴い、船舶交通の分野においても、

ＧＰＳ＊４、ＥＣＤＩＳ＊５、ＡＩＳ＊６など新たな航海機器が登場し、

これらを複合した高度な航行支援システムが開発されている。

これらの新たな航海機器は、国際海事機関＊１（ＩＭＯ）において、

P14 (Ⅳ-1)

P15 (Ⅳ-2)

P16 (Ⅳ-3)

P17 (Ⅳ-4)

P18 (Ⅳ-5)
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平成１２年（２０００年）のＳＯＬＡＳ条約＊２の改正により、「船舶

の航行の安全性を確保するための航行設備の強化」として搭載が規定

されたことから、ＡＩＳのように搭載が義務化された機器はもとより、

その他の機器においても、技術開発等により、更なる高度化、小型化、

低廉化が進み、広く普及することが見込まれる。

国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）＊３では、船舶交通の航行支援システ

ムの高度化に向けた検討の中で、特にＡＩＳの有効性と将来性に着目

しており、ＡＩＳを単なる船舶相互間での衝突予防ツールとしてだけ

ではなく、船舶と陸上施設間との情報交換ツールとして活用し、船舶

交通の管理を行う次世代型航行支援システムの構築を提唱している。

＊１ 国際海事機関

（ＩＭＯ）
<International Maritime Organization>

国際貿易に従事する海運に影響のあるすべての種類の技術

的事項に関する政府の規則及び慣行について、政府間の協力の

ための機構となり、政府による差別的措置及び不必要な制限の

除去を奨励し、海上の安全、能率的な船舶の運航、海洋汚染の

防止に関し最も有効な措置の勧告等を行うことを目的として

設置された国連の専門機関。

当初、政府間海事協議機関（ＩＭＣＯ）として昭和２３年（１

９４８年）に発足したが、昭和５０年（１９７５年）のＩＭＣ

Ｏ条約の改正によりＩＭＯに改称され、現在に至っている。

＊２ ＳＯＬＡＳ条約 <International Convention for the Safety of Life at Sea,1974

(1974年の海上における人命の安全のための国際条約 )>

航海の安全、特に人命の安全を確保するために船舶の構造、

設備等の基準を定めるものであり、海事関係の基本的条約とし

て長い歴史を有している。

現行の条約は、昭和４９年（１９７４年）１１月１日に採択

され、昭和５５年（１９８０年）５月２５日に発効した。
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＊３ 国際航路標識協会

（ＩＡＬＡ）
<International Association of Marine Aids to 　Navigation

and Lighthouse Authorities>

航路標識・海上交通管理業務の向上、調和等により船舶交通

の安全の確保と経済的かつ迅速な運行を促進することを目的

とする国際的な機関。昭和３２年（１９５７年）に発足し、パ

リ郊外に本部が置かれている。ＩＭＯ等の他の海事関係国際機

関と密接な連携を保ちつつ、航路標識に関する情報・資料の交

換、航路標識システムの標準化等を行うとともに、加盟国の技

術向上を図っている。

＊４ ＧＰＳ <Global Positioning System （全地球的衛星航法装置）>

米国国防省が１９７０年代後半から軍事目的として開発を

進めてきた人工衛星による測位システム。

地球の周回軌道を回る 24 個の衛星から発信される情報を利

用して、利用者の現在地（緯度・経度・高度）が測位できる。

天候に左右されにくく、何時でも簡単に正確な測位ができるこ

とから、民間での利用ニーズが高まっていたところ、平成５年

（１９９３年）に米国政府が民間利用を開放したことで、民生

機器の普及が急速に進み、今日、移動体の測位システムの世界

的スタンダードとして位置づけられ、ＳＯＬＡＳ条約第Ⅴ章の

改正により、船舶に搭載が必要な測位システムに規定された。

＊５ ＥＣＤＩＳ <Electronic Chart Display and Information System （電子海

図情報表示装置）>

世界統一規格の ENC（電子海図＝Electronic Navigation

Charts）フォーマットで作成された電子海図を表示する航海

用電子装置。

ＧＰＳ、レーダー、ＡＩＳ等の航海機器との接続により、自

船および他船の位置をリアルタイムに表示し、かつ事故防止の

警報機能を兼ね揃えている。ＳＯＬＡＳ条約第Ⅴ章の改正によ

り、従来から使用している紙海図の代替品としてその使用が認

められた。

＊６ ＡＩＳ <Automatic Identification System （船舶自動識別装置）>

船名及び積み荷等の情報、船舶の位置情報、針路及び船速等

の情報について、ＧＰＳ等の情報をもとにＶＨＦ電波で定期的

に放送し、また、他船から放送された船舶に関する情報や、陸

上の基地局から放送された航行支援に関する情報を常時受信

し表示することによって、船舶の安全な運航を支援するシステ

ム。

ＳＯＬＡＳ条約第Ⅴ章の改正により、一定の船舶に対し、搭

載が義務化された。

P19 (Ⅳ-6)

P20 (Ⅳ-7)

P21 (Ⅳ-8)

P22 (Ⅳ-8②)
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２．船舶交通の実態

２．１ 交通形態の変化

①大型化、高速化、効率化、複雑化

近年、船舶交通量は漸減傾向にあるものの、輸送効率の向上、輸送

コストの削減を図るため、船舶の大型化、高速化が進展し、輸送形態

もコンテナ貨物等へのシフトが進んでいる。

原油を積載するタンカーは、３００ｍを超える巨大船が主流となり、

コンテナ船、ＲＯＲＯ船（ロールオン・ロールオフ船）、カーフェリー

等においても大型化、高速化が顕著であり、これらの船舶が、我が国

の海上貨物、旅客輸送の大半を占め、我が国の経済社会を支える輸送

手段となっている。また、我が国は、年間約６４０万トンの漁獲量を

誇る世界第３位の水産大国であり、約２０万隻の漁船が在籍しており、

沿岸域を中心として活発な漁業活動が行われている。さらに、テクノ

スーパーライナーなどの超高速船の出現、海上大規模プロジェクトの

進展、マリンレジャーの普及等により、海上利用形態はますます多様

化、複雑化の様相を呈している。

②外国船舶等の増加

近年、我が国の特定港に入港する外国船舶は、年間１０万隻を超え、

１０年前と比較して約１．３倍の伸びとなっているとともに、国籍の

多様化も進んでいる。また、我が国船舶においては、全体の船員数が

減る状況にある中、外国船員は増える傾向にあり、約７％が外国船員

で占められている。

③マリンレジャーの普及

国民生活の向上、余暇活動の多様化等により、近年、マリンレジャ

ーが急速に普及している。我が国の景気低迷により、スポーツレジャ

ーへの参加人口が減少傾向にある中、小型船舶操縦士免許受有者数は

堅調な伸びを示しており、海洋性レクリエーション活動に対するニー

ズは高いものがあると考えられる。

現在の小型船舶操縦士の免許受有者は約２８０万人、プレジャーボ

P23 (Ⅳ-9)

P24 (Ⅳ-9②)

P25 (Ⅳ-10)

P26 (Ⅳ-11)

P27 (Ⅳ-12)

P28 (Ⅳ-13)
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ートの保有隻数は約４７万隻となっており、それぞれ１０年前と比較

して約１．５倍の伸びとなっている。

２．２ 海難発生状況の変化

①ふくそう海域における海難

船舶交通がふくそうする海域においては、単に多数の船舶が集中し

て航行するだけでなく、大きさ、運動性能、目的が異なる様々な船舶

が混在することで、海難の蓋然性が高くなっている。

我が国の海難発生状況を見ると、全海難の約８割が、港内及び距岸

３海里以内の沿岸部で発生しており、そのうち衝突、乗揚げ海難の約

６割は、東京湾等のふくそう海域及び港内で発生している。

②外国船舶の海難

外国船舶の海難は、近年ほぼ横ばい状態にあるが、総トン数１，０

００トン以上の船舶については、約７割が外国船舶となっており、日

本船舶に対し外国船舶の海難の割合が高くなっている。また、我が国

に入港する船舶の中には、安全上必要な海図の備付けが不十分であっ

たり、我が国周辺海域の状況に不案内な船員を配置していることが見

受けられる。

③プレジャーボート等小型船舶の海難

全海難隻数の約７割は、プレジャーボート、漁船等の小型船舶が占

めており、特に近年のマリンレジャーの普及に伴い、プレジャーボー

トの海難が多発している。

プレジャーボートの操船者は、一般船舶や漁船の操船者に比べ、操

船や気象・海象判断に不慣れな場合が多いとともに、事故発生時の対

処能力が乏しいため、人命に関わる重大な結果を招く恐れが高い。

３．船舶交通に求められる社会的ニーズ

①安全性の向上

今日、船舶交通が多様化、複雑化するとともに、我が国の地勢、気

P29 (Ⅳ-14)

P30 (Ⅳ-15)

P31 (Ⅳ-16)

P32 (Ⅳ-17)

P33 (Ⅳ-17②)
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象、海象に不案内な外国船舶等の増加により、海難の発生が懸念され

る。

過去に東京湾で発生した大規模海難＊７に見られるように、海難は、

人命、財産、環境の損失といった大きな社会的ダメージを引き起こす

ことから、厳に未然防止が図られなければならない。

特に船舶交通のふくそうする海域において、航路を閉塞するような

大規模海難は、海上物流を遮断し、我が国の経済を麻痺させる恐れが

あることから、この未然防止を最重要課題として取組む必要がある。

また、プレジャーボート等小型船舶の海難事故の頻発に鑑み、一般

船舶とは違った観点での安全対策を講ずる必要がある。

*７　東京湾で過去に発生した大規模海難

昭和４９年

（1974年）１１月

中ノ瀬航路でＬＰＧタンカー「第拾雄洋丸」とリベリア籍貨物船「パ

シフィック・アリス号」が衝突炎上。死者３３人、重軽傷者７人。

昭和６３年

（1988年）７月

横須賀沖で遊漁船「第一富士丸」と潜水艦「なだしお」が衝突。死者

３０人。

平成９年

（1997年）７月

中ノ瀬付近でパナマ船籍タンカー「ダイヤモンド・グレース号」が底

触。原油１５００キロリットルが流出。

②効率性の向上

我が国の物流分野の課題として、グローバル化の進展に対応した国

際競争力の強化、環境問題の深刻化、循環型社会の構築等社会的課題

への対応などが揚げられており、これらの課題を克服するキーポイン

トとして、船舶交通の果たす役割は大きなものがある。

船舶交通分野にあっては、船舶の大型化、高速化等による効率化が

進められているところであるが、さらに、海上ハイウェイネットワー

クの構築等、船舶交通環境の向上を図り、船舶交通の効率化、活性化

を促進し、物流コスト、環境負荷の低減を促進する必要がある。

③環境に配慮した事業の推進

船舶交通の効率化により、環境負荷の低減を図ることに加え、我が
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国における地球温暖化対策の一環として進められている、公共施設や

機器における省エネルギー、クリーンエネルギーの利用推進の方針を

踏まえ、航路標識事業自らにおいても二酸化炭素及び特別管理産業廃

棄物の排出の抑制等、環境負荷を低減する対策を講じる必要がある。

Ⅴ．新たな船舶交通安全政策の展開

今日の船舶交通をめぐる情勢から、船舶交通安全政策が直面する課題及び

今後進むべき方向を見極め、社会的ニーズに呼応した効果的かつ効率的な施

策を展開する必要がある。

１．政策のあり方

１．１  政策の方向性

海上保安庁では、これまで、海難が社会経済に与える損失の重大性

に鑑み、事故を起こさないことを最重要課題とした航行安全制度の確

立を図ってきた。また、航路標識については、航行の安全性を重視す

るとともに、公共性に配慮し、国土の均衡ある発展に向けた整備を行

ってきたところである。

船舶交通が多様化、複雑化している状況にあって、海難を未然に防

止するための安全対策を講じて行くことは、引き続き海上保安庁の重

要な使命である。

他方、国際競争力の強化に向けた輸送効率の向上、環境負荷の軽減

等につながるモーダルシフトの推進など、今日の船舶交通安全政策に

課せられた課題に対しても的確に対応して行く必要がある。また、国

民の余暇活動の多様化に伴うマリンレジャーの普及への対応、地球温

暖化対策への対応など、新たな施策を迫られる分野も顕在化するとと

もに、今日の厳しい財政事情を受け、公共事業の一層の重点的、効果

的かつ効率的な推進が喫緊の課題となっているところである。

海上保安庁では、これら船舶交通安全政策に係る昨今の課題に的確

に対応し、社会的ニーズに応えて行くため、従来灯台部において実施
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してきた航路標識の整備・運用と警備救難部航行安全課において実施

してきた航行規制や安全指導を一元的に実施する新たな組織として

「交通部」を設置したところであるが、今後、新たな体制で臨む船舶

交通安全政策の基本的な方向性を、

《安全性と効率性が両立した船舶交通環境の創出》

と定め、これまで培ってきた安全性を踏まえ、今日の技術革新に対

応した航行支援体制の強化を図りつつ、今後の航行規制等のあり方を

見極め、効率性の向上をめざすものとする。

１．２  基本戦略及び重点目標

政策の方向性を踏まえ、以下のとおり、２つの基本戦略及び３つの

重点目標を掲げ、船舶交通の実態に照らして、事業の重点的、効果的

かつ効率的推進に努めるものとする。

【２つの基本戦略】

（１）ハードとソフトの効果的連携

（２）施策の集中的展開

【３つの重点目標】

（１）主要船舶交通ルートにおける新たな船舶交通体系の構築

（２）地域・生活に密着した安全対策の推進

（３）地球環境に配慮した事業の推進

２．目標を達成するための具体的施策

政策のあり方を踏まえ、それぞれ以下の施策を核とした事業の展開を図

るものとする。

（１）主要船舶交通ルートにおける新たな船舶交通体系の構築

～シームレスな船舶交通管理の実現～

我が国の経済社会を支える主要船舶交通ルートと周辺海域を対象と

して、海上ハイウェイネットワークの構築等、関係省庁との連携、従

P34 (Ⅴ-1)
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来の安全対策及び昨今の技術革新を踏まえた航行支援体制の強化とと

もに、航行規制等の見直しによる効率化を図り、船舶交通のボトルネ

ックを解消することで、安心かつ快適に通航できる新たな交通体系を

構築する。

＜目標とする成果＞

①大規模海難の発生の防止

②ノンストップ航行等による運航時間の短縮及び定時性の確保

＜具体的施策＞

①ＡＩＳを活用した次世代型航行支援システムの構築と船舶交通体

系の検討

・航行船舶と海上交通センター等との情報交換の高度化、自動化

・海上交通センター等相互間のデータネットワーク化

・バーチャル航路標識による船舶交通の整流

・船舶交通の効率化に向けた船舶交通体系の検討

ＳＯＬＡＳ条約により一定の船舶への搭載が義務化されたＡＩ

Ｓは、船舶の針路、速力等の動静把握、船舶と陸上間での情報交

換ができることから、特に船舶交通が集中する海域において、海

上交通センター、灯台等陸上の航行援助施設にＡＩＳを整備し、

船舶と陸上間の情報交換の高度化を図るとともに、位置通報の自

動化、航路管制と港内管制の連携・一元化を図ることで、これま

での安全性を確保しつつ、船舶における通航時の利便性を向上さ

せる。また、地理不案内な外国船舶等に対する効果的な情報提供、

安全指導にも効果的に活用し、海難の未然防止を図る。

さらに、海上交通センター相互間のデータネットワーク化を図

り、情報の相互交換、共有を実現することにより、船舶動静を広

域かつ正確に把握する船舶交通管理体制を構築し、ワンストップ

手続きによるノンストップ航行の実現に資するとともに、ＡＩＳ

によるバーチャル航路標識機能による安全水域の明示、船舶交通

の整流を図ることにより、包括的に主要船舶交通ルートにおける

P35 (Ⅴ-2)

P36 (Ⅴ-3)

P37 (Ⅴ-3②)
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船舶交通の安全性と効率性の両立を図る。

なお、現在推進中の「海上ハイウェイネットワーク構想」にお

いては、東京湾をモデルとして、ＡＩＳを活用した次世代型航行

支援システムによる湾内と港内の管制計画の一元化や新しい通航

方式等新たな交通管理手法を導入した船舶交通体系の検討を進め

ているところである。今後、伊勢湾及び瀬戸内海についても、順

次検討を実施し、ふくそう海域における船舶交通の安全性と効率

性の両立に向けた船舶交通体系の見極めを図る。

②海上交通情報機構の拡充

・情報提供と航行管制の一元化

特に船舶交通が集中する海域であって、海上交通センター等海

上交通情報機構が整備されていない海域への拡充を進め、情報提

供と航行管制を一元化するとともに、これらを連携することで、

安全性と効率性の両立を図る。

③航路標識の機能維持及び高機能化・高規格化

・航路標識の標識効果、運用率の向上

通航実態、港湾計画、利用者ニーズに応じて、航路標識の設置・

再配置等の見直しを行い標識効果の向上を図る。また、老朽化等

により機能が劣化した航路標識については、施設、機器等の改修・

更新により機能の回復を図ることにより、国際的な指針＊８に準じ

て運用率９９．８％以上を確保する。

特に船舶交通が集中する海域においては、既存標識の配置等の

見直しに加え、必要に応じ、標識の高機能化・高規格化を行い、

視認性、識別性、測位精度の向上等を図り、航路、あるいは危険

水域等の存在を明確にし、多様化、複雑化する船舶交通の流れを

円滑化するとともに、地理不案内な外国船舶等の海難の未然防止

を図る。

P38 (Ⅴ-4)
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*８　「ＩＡＬＡナブガイド」

国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）が策定した指針で、航路標識の説明、整

備及び保守・運用のあり方について定めている。

当該指針の中に、航路標識の区分毎に運用率を定めており、主要な灯台

等には最も厳しい基準として、９９．８％の目標を定めている。

なお、運用率とは、運用すべき時間に対する実際に正常運用した時間の

比率で、２年間の平均で評価することとされている。

９９．８％の運用率を達成するためには、２年間で８．７時間以下の休

止に止める必要がある。

（２）地域・生活に密着した安全対策の推進

～手軽に利用できるリアルタイムな安全情報の提供～

一般船舶と比べて航海機器等が軽装備のプレジャーボート等小型船

舶の海難の未然防止を図るため、手軽に、航行の安全に係る情報が得

られるよう、ＩＴを情報提供手段として積極的に活用し、小型船舶の

航行の安全に寄与するシステム等を構築するとともに、安全に関する

啓蒙、指導活動を展開して行く。

＜目標とする成果＞

○小型船舶の航行の安全性向上

＜具体的施策＞

○航行援助システムのＩＴ化

パソコンや携帯電話のインターネット機能など、汎用メディア

を活用し、全国に点在する海上保安部署が保有する地元港湾及び

周辺海域の航行危険情報、航行制約情報、気象・海象情報、その

他船舶運航に必要な情報を、リアルタイムで、分かりやすく提供

するとともに、マリンレジャー愛好者、漁業関係者等への啓蒙、

指導活動を展開する。

（３）地球環境に配慮した事業の推進

～自然環境との調和をめざす航路標識の整備～

航路標識は、その機能・性質上、海上若しくは岬の先端のような電
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源事情の悪い場所に設置されている場合が多く、これまで発動発電機

や一次電池（使い切り電池）が電源として多く使われてきた。

一方で、航路標識の設置場所は、自然公園地域であったり、漁業活

動の場の近傍であったり、周辺環境に配慮が必要な場所であることが

多い。

このため、航路標識用電源として従来まで使用していた化石燃料、

空気電池に替えて、太陽光発電などのクリーンエネルギー化を進め、

二酸化炭素及び特別管理産業廃棄物の排出量の削減を図るとともに、

リサイクル資機材の利用を促進し、環境負荷の軽減を図る。

＜目標とする成果＞

○航路標識用電源から発生する二酸化炭素及び特別管理産業廃棄物

の削減

＜具体的施策＞

○クリーンエネルギーを利用した航路標識の整備

航路標識への太陽光発電、風力発電などのクリーンエネルギー

の導入を推進し、二酸化炭素及び特別管理産業廃棄物の削減を図

る。

Ⅵ．政策を進めるにあたっての重要事項

近年、社会・経済にグローバル化が進み、世界的規模で、新たな制度の導

入、技術の開発が進められている。また、国内においては、公共事業全般の

改革が求められている中、国土交通省は、平成１４年４月に公共事業関係長

期計画に係る見直しの基本方針を提示し、平成１５年２月には、社会資本整

備重点計画法案を国会に提出した。

船舶交通安全行政においても、これらの状況を十分踏まえつつ、事業の進

むべき方向を見極め、重要性・効率性・透明性等に配慮した２１世紀に相応

しい政策を進めて行く必要性がある。
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１．公共事業改革への取組み等

①成果（アウトカム）重視、事業の透明性の向上

本ビジョンに基づき、長期的視野に立った事業計画を策定し、事業方

針の一貫性、継続性を明確にする。

事業計画においては、事業整備によって達成される成果を明示すると

ともに、ＰＩ（パブリック・インボルブメント）の導入等により、事業

の必要性の検証における透明性の確保、情報公開の徹底を図る。

②事業間連携及び地方等との情報交換の推進

公共事業全体の効率性向上の観点から、船舶交通に係る他事業・施策

との連携はもとより、大規模プロジェクト等との関連性の早期見極めを

行う。また、船舶交通は物流活性化を通じて地域経済を支えており、地

方における「地域づくり」に重要な役割を果たしていることから、地方

との情報交換を推進し、パートナーシップを充実させる。

③事業評価制度の徹底、投資の重点化

事業採択時において、費用対効果分析等を徹底し、政策上の重要性や

投資効果の高い施策への重点投資による投資効果の向上と早期発現を図

る。

事業採択後においても、社会情勢の変化、事業の進捗状況等を評価し、

その結果に応じた適切な対応を図る。

④コスト縮減、既存ストックの活用等

高度化、多様化するニーズに対応した施設の整備と並行して、厳しい

財政事情等を勘案し、コスト縮減、既存ストックの活用を最大限に発揮

させるための取組みを推進する。

既存の施設等については、利用形態、利用者ニーズを検証し、必要な

施設を「新たにつくる」だけではなく、利用者ニーズが低下した施設等

の廃止又は転換を図りながら、必要な施設の機能増強等を進めることに

より、後年度負担を軽減する。

さらに、施策の策定に当たっては、事業運営に携わる要員規模等の設

定において、可能な限り合理化、スリム化等を図る。
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２．国際協調・協力の推進

船舶交通は国境を越えたグローバルな交通・輸送手段であることから、

古くから国際的な制度が確立され、国際協調・協力が行われてきている。

世界屈指の海洋国家である我が国は、我が国の船舶交通のみならず、世

界の船舶交通の発展のため、率先して国際協調・協力に努める必要がある。

このため、国際海事機関（ＩＭＯ）、国際航路標識協会（ＩＡＬＡ）等、

関係の深い国際機関の活動に積極的に参画し、国際動向の把握に努め、国

際的に調和のとれた船舶交通安全政策を進めるとともに、我が国の施策を

世界に発信し、船舶交通の発展に寄与する。

また、航行援助施設の整備、運用において、周辺国との協調・協力を推

進し、航行援助施設の合理的な整備、運用の信頼性確保に資する。

３．技術革新への対応

近年、宇宙開発、電子・通信技術の進展に伴い、船舶交通分野において

も航行支援システム、航海計器等への応用がめまぐるしく進歩してきてい

る。この１０年間においても、ＧＰＳ、ＥＣＤＩＳ、ＡＩＳ等、次々と新

たなシステムが開発・実用化されており、今後も新たなシステムの出現が

見込まれる。

これらの航行支援システムをはじめ、船舶交通に関する最新技術の開発

動向を的確に把握するとともに、新たな素材、デバイス等の基礎技術の導

入を図り、航路標識等の更なる高度化、利便性及び信頼性の向上に努める。


